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(57)【要約】
【課題】食品廃棄物、汚泥、泥炭などの含水率の高い廃
棄物の持つエネルギーを高効率で回収することができる
高含水廃棄物の処理方法および処理装置を提供する。
【解決手段】食品廃棄物、汚泥、泥炭及びそれらを発酵
処理した際に発生する発酵残渣などの含水率の高い廃棄
物を、廃棄物処理施設または発電用ボイラ設備の余熱を
用いて乾燥装置にて乾燥し、該乾燥時に発生する排ガス
を、前記廃棄物処理施設または発電用ボイラ設備の熱回
収設備に用いられる低温の給水で凝縮させることにより
、前記排ガスの顕熱および該排ガスに含まれる水蒸気の
蒸発潜熱を熱回収し、得られた乾燥廃棄物を発電用ボイ
ラ、ガス化溶融炉または焼却炉によって処理することを
特徴とする高含水廃棄物の処理方法。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　食品廃棄物、汚泥、泥炭及びそれらを発酵処理した際に発生する発酵残渣などの含水率
の高い廃棄物を、廃棄物処理施設または発電用ボイラ設備の余熱を用いて乾燥装置にて乾
燥し、該乾燥時に発生する排ガスを、前記廃棄物処理施設または発電用ボイラ設備の熱回
収設備に用いられる低温の給水で凝縮させることにより、前記排ガスの顕熱および該排ガ
スに含まれる水蒸気の蒸発潜熱を熱回収し、得られた乾燥廃棄物を発電用ボイラ、ガス化
溶融炉または焼却炉によって処理することを特徴とする高含水廃棄物の処理方法。
【請求項２】
　前記凝縮によって副生した凝縮水を下水道処理場もしくは水処理装置にて処理した後に
放流することを特徴とする請求項１に記載の高含水廃棄物の処理方法。
【請求項３】
　前記乾燥時に発生する排ガスの内、水分以外のガスを廃棄物処理施設または発電用ボイ
ラ設備に吹き込み、その熱によって排ガス中の臭気を分解し、得られた乾燥廃棄物を低含
水廃棄物と混合して、ガス化溶融炉または焼却炉によって処理することを特徴とする請求
項１または請求項２に記載の高含水廃棄物の処理方法。
【請求項４】
　前記熱回収設備が廃棄物燃焼の廃熱回収ボイラ、蒸気タービン、水冷復水器で構成され
ることを特徴とする請求項１乃至請求項３のいずれか一項に記載の高含水廃棄物の処理方
法。
【請求項５】
　前記乾燥に用いる熱源が前記廃熱回収ボイラの出口ガス、触媒反応塔の出口ガス、蒸気
タービンの抽気蒸気のいずれかであることを特徴とする請求項４に記載の高含水廃棄物の
処理方法。
【請求項６】
　前記廃熱回収ボイラ出口のガスを一部分岐し、前記乾燥装置の熱風として利用し、乾燥
後の熱風を廃棄物処理施設の燃焼炉、ガス化炉、焼却炉のいずれかに吹き込み、燃焼用の
空気もしくは希釈用のガスとして利用することを特徴とする請求項４または請求項５に記
載の高含水廃棄物の処理方法。
【請求項７】
　前記排ガスを乾燥装置に導入し、温度を低下させた後の乾燥排ガスを除塵装置に通し、
ダスト分を除去した後に熱回収することを特徴とする請求項１乃至請求項６のいずれか一
項に記載の高含水廃棄物の処理方法。
【請求項８】
　前記乾燥排ガスに脱塩助剤を吹き込んだ後バグフィルタに通ガスし、塩素分を除去した
後に熱回収することを特徴とする請求項１乃至請求項７のいずれか一項に記載の高含水廃
棄物の処理方法。
【請求項９】
　前記高水分廃棄物を乾燥する前に破砕することを特徴とする請求項１乃至請求項８のい
ずれか一項に記載の高含水廃棄物の処理方法。
【請求項１０】
　前記破砕後に脱水処理し、水分を低減した後に乾燥することを特徴とする請求項９に記
載の高含水廃棄物の処理方法。
【請求項１１】
　請求項１乃至請求項１０のいずれか一項に記載の高含水廃棄物の処理方法に用いる処理
装置であって、前記給水の加熱に用いる熱交換器が樹脂にてコーティングされていること
を特徴とする高含水廃棄物の処理装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、高含水廃棄物の処理方法および処理装置に関する。
【０００２】
　具体的には、食品廃棄物、汚泥、泥炭などのように、含水率が４０％以上である廃棄物
及び有機物の処理方法および処理装置に関する。
【背景技術】
【０００３】
　近年、京都議定書への批准を始め、CO2に対する削減要求は高く、バイオマス等の再生
可能エネルギーの利用に関する要求が高まっていている。
【０００４】
　特に、下水汚泥等、バイオマスの一部は水分を多く含んでいるが、これらの廃棄物を熱
として利用する場合、排ガス中の顕熱や水分の蒸発潜熱によって熱が十分に利用できない
という問題点があった。
【０００５】
　これらの未利用エネルギーを利用することにより、CO2排出量の低減と温暖化の防止に
大きく寄与できる。
【０００６】
　　高含水廃棄物の処理方法については、従来から種々の提案がなされている。
【０００７】
　例えば、下記特許文献１には、高含水率有機物を乾燥手段で乾燥してからガス化手段で
加熱してガス化ガスを生成し、生成されたガス化ガスをもとにエネルギーを生成する高含
水率有機物のガス化システムにおいて、ガス化ガスの水蒸気潜熱を回収する潜熱回収手段
を備え、該潜熱回収手段で回収した水蒸気潜熱を上記乾燥手段１での乾燥熱源として利用
することにより、下水汚泥等の高含水率有機物を燃料としつつ、その発電効率を飛躍的に
高めた高含水率有機物のガス化システムが記載されている。
【０００８】
　しかし、特許文献１の方法は、高含水率有機物をガス化したガス中の水分潜熱回収をし
、潜熱をガス化の熱源として利用するための設備が複雑となり、建設、維持管理にコスト
がかかるうえ、塩素等により腐食の恐れが高いという問題点があった。
【０００９】
　また、下記特許文献2には、金属腐食成分を含んだ廃棄物を焼却する焼却装置を備えた
ボイラを用いた廃棄物発電施設において、前記ボイラと、独立過熱器と、該独立過熱器か
らの加熱蒸気により発電する発電設備とを有し、別に、発酵ガスを生成する発酵槽を設け
、該発酵槽からの発酵ガスを前記独立過熱器の燃料として用いることにより、装置の腐食
なしに、高温・高圧蒸気を得ることができる畜糞等の廃棄物を用いた効率のよい廃棄物発
電施設を提供する方法が記載されている。
【００１０】
　しかし、特許文献２の方法は、高含水率の廃棄物を発酵し、発酵によって得られたガス
を熱源とする独立過熱器を設置し、高温の蒸気を得、発電効率を高めるものであり、発酵
後の廃液、残渣を処理する必要があるうえ、焼却する場合には熱量が必要となり、熱効率
が十分得られなくなる。また、排水及び残渣を放流する場合には高度な排水処理を用いる
必要があり、エネルギーを必要とするとともに、コストがかかるという問題点があった。
【００１１】
　また、下記特許文献３には、高含水有機廃棄物である脱水ケーキを減圧下で乾燥させ、
乾燥によって発生した蒸気の潜熱を加熱に利用するために水蒸気圧縮機を備える潜熱回収
型減圧乾燥機と、潜熱回収型減圧乾燥機で形成された乾燥ケーキ３を焼却する焼却炉と、
焼却炉からの廃熱を利用して高温蒸気を発生させる廃熱ボイラ、及び廃熱ボイラからの高
温蒸気で駆動される蒸気タービンとから成る廃熱回収装置とを備え、前記廃熱回収装置で
回収されたエネルギーにより水蒸気圧縮機を駆動させることにより、高含水有機廃棄物の
乾燥から焼却・排気処理に至るまで、外部エネルギーを必要とせず、自立稼働可能な処理
システムが記載されている。
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【００１２】
　しかし、特許文献３の方法は、減圧化にて乾燥させ、乾燥排ガスを加圧し、加熱後、再
び圧縮して潜熱を回収して廃棄物発電を行うものであり、減圧、圧縮の操作を伴うため、
動力の消費が大きく、熱効率の向上効果が少ないという問題点があった。
【特許文献１】特開２００５-１３９４４３3号公報
【特許文献２】特開２０００－２６５８５８号公報
【特許文献３】特開２００６－２１８３８３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　本発明は、前述のような従来技術の問題点を解決し、食品廃棄物、汚泥、泥炭などの含
水率の高い廃棄物の持つエネルギーを高効率で回収することができる高含水廃棄物の処理
方法および処理装置を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　本発明は、前述の課題を解決するために鋭意検討の結果、食品廃棄物、汚泥、泥炭など
の含水率の高い廃棄物をガス化、乾燥する際に発生する排ガスの顕熱および水の蒸発潜熱
を回収し、高水分廃棄物のもつエネルギーを高効率で回収することができる高含水廃棄物
の処理方法および処理装置を提供するものであり、その要旨とするところは特許請求の範
囲に記載したとおりの下記内容である。
（１）食品廃棄物、汚泥、泥炭、それらを発酵処理した際に発生する発酵残渣などの含水
率の高い廃棄物を、廃棄物処理施設または発電用ボイラ設備の余熱を用いて乾燥装置にて
乾燥し、該乾燥時に発生する排ガスを、前記廃棄物処理施設または発電用ボイラ設備の熱
回収設備に用いられる低温の給水で凝縮させることにより、前記排ガスの顕熱および該排
ガスに含まれる水蒸気の蒸発潜熱を熱回収し、得られた乾燥廃棄物を発電用ボイラ、ガス
化溶融炉または焼却炉によって処理することを特徴とする高含水廃棄物の処理方法。
（２）前記凝縮によって副生した凝縮水を下水道処理場もしくは水処理装置にて処理した
後に放流することを特徴とする（１）に記載の高含水廃棄物の処理方法。
（３）前記乾燥時に発生する排ガスの内、水分以外のガスを廃棄物処理施設または発電用
ボイラ設備に吹き込み、その熱によって排ガス中の臭気を分解し、得られた乾燥廃棄物を
低含水廃棄物と混合して、ガス化溶融炉または焼却炉によって処理することを特徴とする
（１）または（２）に記載の高含水廃棄物の処理方法。
（４）前記熱回収設備が廃棄物燃焼の廃熱回収ボイラ、蒸気タービン、水冷復水器で構成
されることを特徴とする（１）乃至（３）のいずれか一項に記載の高含水廃棄物の処理方
法。
（５）前記乾燥に用いる熱源が前記廃熱回収ボイラの出口ガス、触媒反応塔の出口ガス、
蒸気タービンの抽気蒸気のいずれかであることを特徴とする（４）に記載の高含水廃棄物
の処理方法。
（６）前記廃熱回収ボイラ出口のガスを一部分岐し、前記乾燥装置の熱風として利用し、
乾燥後の熱風を廃棄物処理施設の燃焼炉、ガス化炉、焼却炉のいずれかに吹き込み、燃焼
用の空気もしくは希釈用のガスとして利用することを特徴とする（４）または（５）に記
載の高含水廃棄物の処理方法。
（７）前記排ガスを乾燥装置に導入し、温度を低下させた後の乾燥排ガスを除塵装置に通
し、ダスト分を除去した後に熱回収することを特徴とする（１）乃至（６）のいずれか一
項に記載の高含水廃棄物の処理方法。
（８）前記乾燥排ガスに脱塩助剤を吹き込んだ後バグフィルタに通ガスし、塩素分を除去
した後に熱回収することを特徴とする（１）乃至（７）のいずれか一項に記載の高含水廃
棄物の処理方法。
（９）前記高水分廃棄物を乾燥する前に破砕することを特徴とする（１）乃至（８）のい
ずれか一項に記載の高含水廃棄物の処理方法。
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（１０）前記破砕後に脱水処理し、水分を低減した後に乾燥することを特徴とする（９）
に記載の高含水廃棄物の処理方法。
（１１）（１）乃至（１０）のいずれか一項に記載の高含水廃棄物の処理方法に用いる処
理装置であって、前記給水の加熱に用いる熱交換器が樹脂にてコーティングされているこ
とを特徴とする高含水廃棄物の処理装置。
＜作用＞
　廃棄物を焼却その他の熱処理にて処理し、得られる熱をボイラ等で熱回収し、発電その
他の方法により熱を利用する施設において、被処理対象物の含水率が高い場合、焼却によ
って生じる熱は廃棄物に含まれる水分の蒸発に消費され、熱として回収することが困難で
ある。
（１）の発明によれば、別途乾燥装置を設け、乾燥した後に乾燥排ガスとボイラの給水等
の冷熱源との間で熱交換し、乾燥排ガスに含まれる水蒸気を凝縮させることで蒸発によっ
て消費された熱を回収することができる。これにより、低位発熱量基準にて高効率の熱回
収率を持つシステムを提供できる。また、あらかじめ水分を除去するため、廃棄物処理設
備での排ガス量が削減でき、ボイラ、バグフィルター、触媒反応塔等の設備がコンパクト
にできる。また、処理する廃棄物の性状が安定化されるため、操業が安定化できるうえ、
発電量の増加による二酸化炭素の削減効果も得られる。さらに、潜熱回収に乾燥ガスの圧
縮、減圧操作によって凝縮を得る方法と比較して、乾燥時に減圧、圧縮の操作が不要で必
要な動力を小さくすることができる。
（２）の発明によれば、凝縮によって副生した凝縮水を水処理した後に放流するので環境
への影響を防止することができる。
（３）の発明によれば、乾燥の排ガスに臭気を含む場合でも、廃棄物処理施設等の燃焼用
空気として炉に吹き込むことで廃棄物処理の燃焼熱で臭気を分解することができ、乾燥で
発生する臭気を分解し、大気への臭気成分の拡散を防止することが可能となる。
【００１５】
　廃棄物処理施設の蒸気タービンによる熱利用システムでは、一般に空気冷却式の復水器
が用いられる。この場合、タービン排気、復水の温度が高く、乾燥排気の冷却に適さない
。
（４）の発明によれば、例えば冷却方式を水冷式にすることで蒸気タービンの発電効率が
向上するとともに、復水を余熱を利用して給水加熱することができ、熱の有効利用を図る
ことができる。
【００１６】
　蒸気タービンに給水加熱器を設置した場合、一般的には蒸気タービンからの抽気を利用
することとなり、発電に利用できる蒸気が少なくなるデメリットがあった。
（５）の発明によれば、乾燥に用いる熱源として、熱回収、熱利用後の熱源を利用するこ
とで全体の熱効率を向上させることができる。
（６）の発明によれば、乾燥に用いるガスに空気を用いる場合、空気を加熱する手段が必
要となるが、ボイラ排ガスを利用することで、熱交換器を省くことができる。
【００１７】
　通常、廃棄物の乾燥後の排ガスにはダスト等が含まれるため、送風機にダストが付着し
、偏芯等により送風機が故障することが多い。また、ボイラ出口、節炭器出口のガスは温
度が高く、バグフィルタを通すには不向きである。高温ガス向けの除塵装置としてサイク
ロン等が使用可能であるが、除塵効率がバグフィルタに比べ低くなるとともに、助剤等を
利用した脱塩等の効果を得ることは困難である。
（７）の発明によれば、除塵装置としてバグフィルタに通すことで、ブロア、熱交換器で
のダストの付着等を防止することができる。また、バグフィルタは乾燥装置の後流側に設
置し、排ガスの温度を低減させることが好ましい。また、除塵後のガスを凝縮するために
、凝縮水に不純物が含まれにくく、放流時の排水処理が簡便かつ安価に実施可能となる。
（８）の発明によればバグフィルタにて脱塩することで、熱交換器での腐食を防止するこ
とができる。
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（９）の発明によれば、破砕することにより廃棄物の単位堆積あたりの表面積が増大し、
乾燥効率が高くなる。それにより、乾燥設備がコンパクトになるとともに、乾燥に必要な
ガス量が低下し、乾燥に必要な動力を削減することができる。また、破砕することによっ
て、乾燥率も向上させることができる。
（１０）の発明によれば、破砕することで廃棄物と水分が分離され、機械的な脱水処理で
脱水が可能となり、脱水処理をすることで乾燥に必要なエネルギーを低減させることがで
きる。
（１１）の発明によれば、熱交換器では乾燥排気の蒸気を凝縮させるため、伝熱管の表面
にて結露し、ガス中に微量に含まれる塩化水素等の腐食性の高いガスが凝縮水に溶解し、
伝熱管を腐食させることが問題となる。樹脂でコーティングすることにより、腐食を抑制
できる。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明によれば、食品廃棄物、汚泥、泥炭などの含水率の高い廃棄物をガス化、乾燥す
る際に発生する排ガスの顕熱および水の蒸発潜熱を回収し、高水分廃棄物のもつエネルギ
ーを高効率で回収することができる高含水廃棄物の処理方法および処理装置を提供するこ
とができるなど、産業上有用な著しい効果を奏する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１９】
　本発明を実施するための最良の形態について図１乃至図6を用いて詳細に説明する。
【００２０】
　図1乃至図６において、１は高水分廃棄物、２は乾燥炉（乾燥装置）、３は乾燥廃棄物
、４はその他廃棄物、５は助剤、６は除じん機、７は送風機、８は　熱回収装置、９は脱
気器、１０は水処理装置、１１はガス化溶融炉、１１´は廃棄物焼却炉、１２は燃焼炉、
１３はボイラ、１４は節炭器、１５は減温塔、１６はバグフィルタ、１７は誘引送風機、
１８は触媒反応塔、１９は煙突、２０は過熱器、２１は蒸気タービン、２２は冷却塔、２
３は復水器、２４は復水タンクを示し、同じ要素については同じ記号を用いることにより
説明の重複を避ける。
【００２１】
　図６は、従来の一般的なガス化溶融炉による廃棄物の処理方法を例示する図である。
【００２２】
　廃棄物を溶融処理する方法には、例えばシャフト炉式廃棄物溶融炉が使用される。これ
は図６に示すように、ガス化溶融炉１１の上部から処理対象となる廃棄物４や助燃料とし
てのコークス、塩基度調整剤としての石灰石等を装入し、装入された廃棄物４は、溶融炉
１１の上層から乾燥・予熱帯（約３００～４００℃）、熱分解帯（約３００～１０００℃
）、燃焼・溶融帯（約１７００～１８００℃）を通過して溶融処理される。
【００２３】
　また、高温の燃焼排ガスは、ガス化溶融炉１１内の廃棄物の充填層を対向流として上昇
し、溶融炉上部の排ガス管から可燃ガスとして燃焼炉１２へ導入されて燃焼され、燃焼排
ガスは、排ガス管を通ってボイラ１３に導入されて熱交換により廃熱が回収された後、減
温塔１５で温度を調整してバグフィルタ１６に通し、更には、触媒反応塔１８で公害物質
を除去した後、煙突１９から排出される。
【００２４】
　なお、図６に示すように、ボイラ１３により回収された熱を蒸気タービン２１の動力と
して用いることにより発電した電力は、補助動力、販売用電力として用いることができる
。
【００２５】
　しかし、従来の一般の廃棄物溶融炉では廃棄物を溶融するとともに、廃棄物に含まれる
水分も処理する。このときに燃焼熱が水分の乾燥に消費され、熱として回収利用できない
という問題点があった。
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【００２６】
　図１は、本発明の高含水廃棄物の処理方法の基本的な実施形態を例示する図である。
【００２７】
　図１に示すように、本発明は、食品廃棄物、汚泥、泥炭などの含水率が４０％以上の含
水率が高い廃棄物を、廃棄物処理施設または発電用ボイラ設備の余熱を用いて乾燥装置（
乾燥炉２）にて乾燥し、該乾燥時に発生する排ガスを、前記廃棄物処理施設または発電用
ボイラ設備の熱回収設備に用いられる例えば３０～４０℃程度の低温の給水で凝縮させる
ことにより、前記排ガスの顕熱および該排ガスに含まれる水蒸気の蒸発潜熱を熱回収し、
得られた乾燥廃棄物をガス化溶融炉または焼却炉によって処理することを特徴とする。
【００２８】
　即ち、本発明においては別途乾燥装置（乾燥炉２）を設け、乾燥した後に乾燥排ガスと
ボイラの給水等を熱交換し、乾燥排ガスに含まれる水蒸気を凝縮させることで蒸発によっ
て消費された潜熱を回収することができる。これにより、低位発熱量基準にて高効率の熱
回収率を持つシステムを提供できる。また、あらかじめ水分を除去するため、廃棄物処理
設備での排ガス量が削減でき、ボイラ、バグフィルター、触媒反応塔等の設備がコンパク
トにできる。また、処理する廃棄物の性状が安定化されるため、操業が安定化できるうえ
、発電量の増加による二酸化炭素の削減効果も得られる。さらに、潜熱回収に乾燥ガスの
圧縮、減圧操作によって凝縮を得る方法と比較して、乾燥時に減圧、圧縮の操作が不要で
必要な動力を小さくすることができる。
【００２９】
　本発明において、高含水廃棄物とは廃棄物に含まれる水分が４０%以上のものをいう。
【００３０】
　本発明においては、乾燥装置（乾燥炉２）の排ガスの処理方法は問わないが、例えば図
１に示すように、助剤５を添加した後、除じん機6でダストを取り除いた後、送風機７に
より、熱回収装置８に導いて、蒸気タービン２１の復水器２３から供給される２０～８０
℃程度の低温の給水で凝縮させることにより、前記排ガスの顕熱および該排ガスに含まれ
る水蒸気の蒸発潜熱を熱回収することができ、２０～８０℃程度の給水を６０～１４０℃
程度に加熱することができるので熱効率を向上させることができる。
【００３１】
　なお、加熱された給水は、脱気器９を介してボイラ用の給水として使用される。
【００３２】
　また、廃棄物溶融炉の他の方式として、灯油を燃料として廃棄物を表面溶融する表面溶
融方式、廃棄物を部分燃焼によりガス化し、生成ガス、チャー、灯油を用いてダストを燃
焼・溶融する旋回溶融方式がある。
【００３３】
　また、廃棄物処理施設は、廃棄物溶融炉、廃棄物焼却炉等が挙げられる。また、炉の形
式としては、シャフト炉、流動層炉、ロータリーキルン、ストーカー等が適応可能となる
。
【００３４】
　また、乾燥装置としては流動層、キルン等が利用可能であり、廃棄物を乾燥する場合、
密閉式の乾燥炉を用い、臭気の拡散を防止することが望ましい。
【００３５】
　また、乾燥後の凝縮水を放流する際には排水基準等の条件に応じて下水道処理場もしく
は水処理装置１０を設け、排水基準を満たすように無害化した上で下水放流することが好
ましい。
【００３６】
　また、発電設備としては、微粉炭ボイラの他、流動層ボイラ、また、コークス乾式消火
設備に付帯する熱回収設備等、蒸気を発生し発電を行う設備が対象となる。
【００３７】
　熱回収の際の給水の温度は２０℃以上、８０℃以下とする。２０℃未満では熱利用後に
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冷却が必要になる、また、８０℃を超えると熱の回収が十分でない。
【００３８】
　副生する凝縮水は適切に処理した後に下水道へ放流するか、発電設備に隣接される場合
には既設の排水処理設備を利用して処理した後に放流することが望ましい。
【００３９】
　また、前記乾燥排ガスに脱塩助剤５を吹き込んだ後バグフィルタ（除じん機6）に通ガ
スし、塩素分を除去した後に熱回収することにより、熱交換器での腐食を防止することが
できる。
【００４０】
　図２は、本発明の高含水廃棄物の処理方法の簡単な実施形態を例示する図である。
【００４１】
　ダストが少ない廃棄物を対象とする場合には、図２に示すように、乾燥炉２の後段に除
じん機６を設ける必要がなく、この場合も本発明の範囲に含まれる。蒸気タービンの排気
圧力は０．０２～０．３ataとすることが好ましい。この場合、排気の温度は飽和温度で
、１７℃～６９℃とすることが好ましく、さらに好ましくは、０．０６ata、３６℃前後
であり、日本の平均的な気温において冷却塔を用いて冷媒を得ることができる。
図1では乾燥に用いるガスとしてボイラ１３の出口のガスを一部分岐して利用しているが
、乾燥に用いるガスとしてボイラ１３の出口ガスの他、節炭器１４の出口ガスも利用でき
る。ガスを直接乾燥に用いることも可能で、図４に示すように、間接的に熱交換し、循環
ガスで乾燥することも可能である。また、バグフィルタ１６出口のガスを利用することも
可能である。この場合、バグフィルタ出口に設置された誘引通風機１７の駆動力を利用し
てガスを循環させることも可能である。
なお、乾燥に用いる排ガスの温度が低くなると乾燥装置２での熱伝達係数が低下し、必要
な伝熱面積が増大し、設備が大型化するデメリットがある。ガスの温度は１２０℃以上、
４００℃以下とする。
【００４２】
　１２０℃以上では被乾燥物との温度差が低く、十分な乾燥効果が得られない。一方、４
００℃以上ではガスに含まれるダスト、塩化水素ガス等による腐食が発生する。また、４
００℃以上のガスでは未利用の熱を多く含むため、施設全体の熱効率が低下する。
【００４３】
　以上のことを考えると、利用する排ガスの温度は２００℃以上、３００℃以下が最も好
ましい。ボイラの排ガスを利用することで、空気を用いる場合に比べ、酸素濃度を低く維
持することができ、乾燥装置での発火の危険性を低減することができる。
【００４４】
　空気を用いて乾燥する場合においては、乾燥用のガスを循環利用することで、酸素の導
入を抑制することができ、同様の効果を得られる。排ガスの酸素濃度は８%（wet）以下と
する。排水は廃棄物処理施設の工業用水として利用することが好ましい。乾燥後の排気は
８０℃以上、２００℃以下とする。
８０℃未満ではバグフィルタにて結露し、バグフィルタの目詰まりを引き起こす。２００
℃を超えると、ろ布が焼損する場合がある。脱塩助剤にには消石灰を用いることができる
。また、活性炭を用いることで、油分等を除去し、排水中に含まれる不純物を提言させる
ことができる。高含水廃棄物は破砕することで、乾燥時の熱交換効率が向上すると共に、
プラスチック等を分離除去することもできる。その場合、篩を用いる他、気流による選別
も利用できる。破砕サイズは１mm～１００mm程度とすることが好ましい。
【００４５】
　１mm未満では破砕に必要な動力が大きくなり、１００mmを超えると比表面積が小さく、
乾燥の効率が低下するからである。
脱水方法としては、遠心分離、フィルタープレス、ベルトフィルター等が採用可能である
。
　図３は、本発明の高含水廃棄物の処理方法の抽気を使用した実施形態を例示する図であ
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る。
乾燥には循環ガスを用い、循環ガスに含まれる水分は熱回収装置８で凝縮され、潜熱を回
収し、さらに循環ガスを抽気にて加熱することで乾燥の熱源とする。また、乾燥の過程で
高含水廃棄物から揮発したガス分、乾燥炉に流入した空気等の非凝縮性のガスの余剰分は
燃焼室に吹き込み、脱臭すると共に、燃焼用の空気として利用する。
【００４６】
　図３に示すように、高含水廃棄物の乾燥排気の給水による熱回収と蒸気タービンの抽気
による乾燥ガスの加熱を併用することで、熱効率を上げることが可能である。
【００４７】
　図４は、本発明の高含水廃棄物の処理方法の乾燥ガスを間接加熱・循環した実施形態を
例示する図である。
【００４８】
　図４に示すように、乾燥媒体には循環ガスを用いる。廃熱回収ボイラ１３出口にガスの
予熱装置を設置し、乾燥に用いる循環ガスを加熱し、前記乾燥装置２の熱風として利用す
る。乾燥後の循環ガスの一部を熱回収装置にて凝縮、潜熱回収し、余剰ガスを廃棄物処理
施設の燃焼炉、ガス化炉、焼却炉のいずれかに吹き込み、燃焼用の空気もしくは希釈用の
ガスとして利用する。
【００４９】
　図５は、本発明の高含水廃棄物の処理方法を焼却炉に適用した実施形態を例示する図で
ある。
【００５０】
　前述のガス化溶融炉１１の代わりに焼却炉１１´を用いて廃棄物を処理する場合にも本
発明を適用することができる。焼却炉の形式としては、ストーカー式、流動床式のほか、
あらゆる焼却炉への適用が可能である。また、石炭、バイオマス焚き循環流動層ボイラ、
微粉炭ボイラ等の発電用のボイラ、ガス化炉等に対して適用できる。上記に示したように
排ガスを用いる方法、循環ガスを用いる方法、抽気を熱源とする方法の適用が可能である
。
【００５１】
　以上説明した高含水廃棄物の処理方法に用いる処理装置において、前記給水の加熱に用
いる熱交換器を樹脂にてコーティングすることにより、熱交換器内部の腐食の進行を抑制
することができる。
【００５２】
　樹脂の種類としては、塩化ビニル、FRP樹脂が適合可能で、また、樹脂以外の材質とし
て、ステンレスを使用することもできる。
【実施例】
【００５３】
　図1に示すシャフト炉式の廃棄物ガス化溶融炉１１に水分が７０質量％の高水分廃棄物
１を１０質量％まで乾燥した乾燥廃棄物３とその他の廃棄物４を混合し、成型コークス、
石灰石を装入し、上段羽口から空気を、下段送風口から酸素富化空気を吹込んで廃棄物を
溶融処理した。いずれも上段送風量（空気）３５０Ｎｍ３／ｈ、下段送風量（空気）２５
０Ｎｍ３／ｈ、酸素を富化するために、下段送酸量（純酸素）６０Ｎｍ３／ｈとし、下段
羽口での送風は酸素濃度３６．３％の一定条件、また、高炉コークス及び中空筒状炭化物
の使用量を４０ｋｇ／廃棄物ｔとした。尚、廃棄物は、Ｋ市で排出される一般都市ごみを
使用した。
【００５４】
　試験の結果、本発明の高含水廃棄物の処理方法によれば水分が７０質量％の高水分廃棄
物をガス化、乾燥する際に発生する排ガスの顕熱および水の蒸発潜熱を回収し、高水分廃
棄物のもつエネルギーを高効率で回収することができることが確認できた。
【００５５】
　なお、本実施例は充填層式の廃棄物溶融炉について述べたが、流動式のコークスベッド
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の燃料（ＬＰＧ、天然ガス、灯油等）を溶融熱源として使用する炉への適用も妨げない。
【図面の簡単な説明】
【００５６】
【図１】本発明の高含水廃棄物の処理方法の基本的な実施形態を例示する図である。
【図２】本発明の高含水廃棄物の処理方法の簡単な実施形態を例示する図である。
【図３】本発明の高含水廃棄物の処理方法の抽気を使用した実施形態を例示する図である
。
【図４】本発明の高含水廃棄物の処理方法の乾燥ガスを間接加熱・循環した実施形態を例
示する図である。
【図５】本発明の高含水廃棄物の処理方法を焼却炉に適用した実施形態を例示する図であ
る。
【図６】従来の一般的なガス化溶融炉による廃棄物の処理方法を例示する図である。
【符号の説明】
【００５７】
１　高水分廃棄物　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　乾燥炉（乾燥装置）
３　乾燥廃棄物
４　その他廃棄物
５　助剤
６　除じん機
７　送風機
８　熱回収装置
９　脱気器
１０　水処理装置
１１　ガス化溶融炉
１１´廃棄物焼却炉
１２　燃焼炉
１３　ボイラ
１４　節炭器
１５　減温塔
１６　バグフィルタ
１７　誘引送風機
１８　触媒反応塔
１９　煙突
２０　過熱器
２１　蒸気タービン
２２　冷却塔
２３　復水器
２４　復水タンク
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【図１】 【図２】

【図３】 【図４】



(12) JP 2009-28672 A 2009.2.12

【図５】 【図６】
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